
 

 
 

役員報酬規則 

 

０１－一般－０００１５ 

                          平成１３年 ４月 １日 

改正０１－一般－００２７８ 

                          平成１３年１２月 ７日 

改正０２－一般－００３３０ 

                          平成１４年１１月２７日 

改正０３－一般－０００４２ 

                          平成１５年 ２月２５日 

改正０３－一般－００２５１ 

                          平成１５年 ９月２６日 

改正０６－一般－００１３４ 

平成１８年 ４月 １日 

改正０７－一般－００１２０ 

平成１９年 ４月 １日 

改正０８－一般－００２４０ 

平成２０年 ４月 １日 

改正０９－一般－００１３１ 

平成２１年 ４月 １日 

改正０９－一般－００２８１ 

平成２１年 ７月 １日 

改正０９－一般－００３８７ 

平成２１年 ９月 ４日 

改正０９－一般－００４９８ 

平成２１年１２月 １日 

改正１０－一般－００２４２ 

平成２２年 ６月２１日 

改正１０－一般－００３５９ 

平成２２年 ９月２８日 

改正１０－一般－００４２５ 

平成２２年１２月 １日 

改正１１－一般－００１８９ 

平成２３年 ６月２３日 

 



 

 
 

改正１１－一般－００２７８ 

平成２３年 ８月２６日 

改正１２－一般－００１１４ 

平成２４年３月３０日 

改正１３－一般－００１９８ 

平成２５年６月２５日 

改正１４－一般－００４７０ 

平成２６年１２月１日 

改正１５－一般－００４５４ 

平成２７年１２月２１日 

改正１６－一般－０００４１ 

平成２８年２月５日 

改正１６－一般－００４２１ 

平成２８年１２月６日 

 

 （総則） 

第１条 独立行政法人日本貿易保険（以下「日本貿易保険」という。）の役員の報 

酬については、この規則の定めるところによる。 

 （報酬の種類） 

第２条 役員の報酬は、理事長及び理事については基本俸給、通勤手当及び業績給、 

監事については基本俸給及び通勤手当とする。但し、非常勤の役員については非 

常勤役員手当とする。 

２ 前項の基本俸給は、本俸、地域付加給及び賞与とする。 

 （常勤役員の本俸月額） 

第３条 常勤役員の本俸月額は、次の各号に掲げる区分に従い、それぞれ当該各号 

に定めるとおりとする。 

 一 理事長                      １，１１７，５００円 

 二 理事長の職務代行を行う順位が第１位である理事    ９５４，６００円 

 三 前号の理事以外の理事                     ８８５，１００円 

 四 監事                         ６９８，６００円 

  （常勤役員の地域付加給） 

第３条の２  次の各号に掲げる地域の事務所に勤務する常勤役員に対しては、地域 

付加給を支給するものとし、その月額は本俸月額に当該各号に定める割合を乗じ 

て得た額とする。 

  一  東京都特別区 １００分の１８ 



 

 
 

  二 大阪市 １００分の１５ 

  （本俸の支給） 

第４条 常勤役員の本俸の支給及び金額については、給与規則第４条第１項及び第

３項並びに第５条から第７条までの規定を準用する。 

 （通勤手当の支給） 

第５条 通勤手当の支給及び金額については、給与規則第４条（時間外手当にかか

る支給は除く。）、第５条、第６条、第８条及び第１７条の規定を準用する。 

 （賞与） 

第６条 理事長及び理事の賞与の年額は、第３条に定める本俸月額（以下「本俸月 

額」という。）及び第３条の２に定める地域付加給（以下「地域付加給」という。） 

の月額、本俸月額に地域付加給の月額を加えた額に１００分の２０を乗じて得た 

額並びに本俸月額に１００分の２５を乗じて得た額の合計額に、１．２９を乗じ 

て得た額とする。 

２ 常勤監事の賞与の年額は、本俸月額及び地域付加給の月額、本俸月額に地域付 

加給の月額を加えた額に１００分の２０を乗じて得た額並びに本俸月額に１００ 

分の２５を乗じて得た額の合計額に、２．８２を乗じて得た額とする。 

３ 役員の賞与は、毎年７月１日及び１２月１０日に賞与の年額の２分の１の額を 

支給することとし、円未満の端数については１２月賞与で調整する。 

４ 給与規則第２２条本文及び第２４条第１項（第一号及び第三号に係る部分に限 

る。）の規定は、常勤役員の賞与について準用する。また、独立行政法人通則法 

（平成１１年法律第１０３号。以下「通則法」という。）第２３条第１項及び第 

２項第一号に該当して解任され、死亡した常勤役員についても同様とする。 

（業績給） 

第７条 業績給の額は、前年度の全期間就任したものとして支給される本俸月額、 

地域付加給及び賞与の合計額に１００分の１０６．４を乗じて得た額に評価係数

を乗じて得た額を基礎とし、就任した期間につき日割りで支給する。 

２ 前項の評価係数は、０．００、０．０７５、０．１５０、０．２２５又は０． 

３００のいずれかとし、通則法第３２条に基づき、前年度の日本貿易保険の業務 

実績について、経済産業大臣が行った評価に即して、理事長が定めるものとする。 

３ 業績給は、前項に規定する評価の結果の通知を受けた日から起算して一月以内 

に支給する。理事長又は理事が退職し又は解任された場合も、当該年度に係る業 

績給の支給は同様とする。 

  （非常勤役員手当の額） 

第８条 非常勤監事の非常勤役員手当は、年額８００，０００円とする。 

 



 

 
 

   附 則 

 １． この規則は、平成１３年４月１日から施行する。 

 ２． 平成１３年度に支給する賞与については、第６条第１項の評価係数を０．  

６として算定した額に移行調整額を加算した額を賞与額とする。 

 

     附 則 

  この規則は、平成１３年１２月７日から施行し、平成１３年４月１日から適用 

する。 

 

     附 則 

 １． この規則は、平成１４年１２月１日から施行する。 

 ２． 平成１４年１２月に支給する賞与の評価係数は、第６条第３項の規定にか

かわらず、０とし、支給する賞与の額は、同年４月から１１月に支給された

報酬から、同期間について役員報酬規則の改訂後の規定により算定した報酬

の額を減じた額を減ずるものとする。 

 

   附 則 

  この規則は、平成１５年２月２５日から施行する。 

 

   附 則 

 １． この規則は、平成１５年１０月１日から施行する。 

 ２． 第６条第１項の規定にかかわらず、平成１５年１２月に支給されるべき賞

与は支給しない。 

 ３． 平成１５年度を対象期間とする業績給の額は、理事長及び理事に支給した

平成１５年度の基本俸給と改正後の本俸月額を基礎として試算した基本俸給

額との差額を控除した額とする。 

 

  附 則 

 １．この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

 ２．平成１８年３月３１日から引き続き日本貿易保険に在職する常勤役員につい 

ては、第３条の規定に基づき、その者の受ける本俸月額が平成１８年３月３１ 

日において受けていた本俸月額を下回る場合にあっては、次の各号に掲げる期 

間に応じ、当該各号に定める額を本俸月額として支給する。 

   一 平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの期間 

    イ 理事長                  １，１７９，４００円 



 

 
 

    ロ 理事長の職務代行を行う順位が第一位である理事 

                           １，００７，４００円 

    ハ 前号の理事以外の理事             ９３４，０００円 

    ニ 監事                     ７３７，０００円 

   二 平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの期間 

    イ 理事長                  １，１４９，２００円 

    ロ 理事長の職務代行を行う順位が第一位である理事 ９８１，６００円 

    ハ 前号の理事以外の理事             ９１０，１００円 

    ニ 監事                     ７１８，１００円 

 ３．平成２２年３月３１日までの間における第３条の２の適用については、同条 

中「１００分の１８」とあるのは「１００分の１３」及び「１００分の１５」 

とあるのは「１００分の１１」とする。 

 

  附 則 

 １．この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

 ２．平成２２年３月３１日までの間における第３条の２の適用については、同条

中「１００分の１８」とあるのは「１００分の１４」及び「１００分の１５」

とあるのは「１００分の１２」とする。 

 

  附 則 

 １．この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

 ２．平成２２年３月３１日までの間における第３条の２の適用については、同条

中「１００分の１８」とあるのは「１００分の１６」及び「１００分の１５」

とあるのは「１００分の１３」とする。 

 

  附 則 

 １．この規則は、平成２１年４月１日から施行する。 

 ２．平成２２年３月３１日までの間における第３条の２の適用については、同条

中「１００分の１８」とあるのは「１００分の１７」及び「１００分の１５」

とあるのは「１００分の１４」とする。 

 

  附 則 

 １．この規則は、平成２１年７月１日から施行する。 

 ２．平成２１年７月に支給する賞与は、第６条第３項の規定により算定した賞与

の額から一割を減じて支給するものとする。 



 

 
 

 

  附 則 

 １．この規則は、平成２１年９月４日から施行する。 

 ２．平成２０年度を対象期間とする業績給は、第７条第１項の規定により算定し

た業績給の額から５．９％を減じて支給するものとする。 

 

  附 則 

 １．この規則は、平成２１年１２月１日から施行する。 

 ２．平成２１年１２月に支給する賞与は、第６条の規定により算定した賞与の年

額から９．１％を減じた額と、平成２１年７月に支給した賞与の額との差額を

支給するものとする。 

 

  附 則 

 １．この規則は、平成２２年６月２１日から施行する。 

 ２．平成２２年度に支給する賞与は、第６条の規定により算定した賞与の年額か

ら９．１％を減じた額を支給するものとする。 

 

  附 則 

 １．この規則は、平成２２年９月２８日から施行する。 

 ２．平成２１年度を対象期間とする業績給は、第７条第１項の規定により算定し

た業績給の額から８．８％を減じて支給するものとする。 

 

  附 則 

 １．この規則は、平成２２年１２月１日から施行する。 

 ２．この規則でいう本俸月額とは、第３条に規定する本俸月額に０．２５％減じ

たものとする。 

 ３．平成２２年１２月に支給する賞与は、第６条の規定により算定した賞与の年

額から１５．２％を減じた額と、平成２２年７月に支給した賞与の額との差額

を支給するものとする。 

 

  附 則 

 １．この規則は、平成２３年６月２３日から施行する。 

 ２．この規則でいう本俸月額とは、第３条に規定する本俸月額に０．２５％減じ

たものとする。 

 ３．平成２３年度に支給する賞与は、第６条の規定により算定した賞与の年額か



 

 
 

ら１５．２％を減じた額を支給するものとする。 

 

 

  附 則 

 １．この規則は、平成２３年８月２６日から施行する。 

 ２．この規則でいう本俸月額とは、第３条に規定する本俸月額に０．２５％減じ

たものとする。 

 ３．平成２２年度を対象期間とする業績給は、第７条第１項の規定により算定し

た業績給の額から８．８％を減じて支給するものとする。 

 

  附 則 

 １．この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

 ２．平成２６年３月３１日までの間、この規則でいう本俸月額とは、第３条に規

定する本俸月額に１０．５３％を減じたものとする。 

 ３．平成２４年度に支給する賞与は、第６条の規定により算定した賞与の年額か

ら２４．９７％を減じた額を支給するものとする。 

 ４．平成２３年度を対象期間とする業績給は、第７条第１項の規定により算定し

た業績給の額から１８．５７％を減じて支給するものとする。 

 

  附 則 

 １．この規則は、平成２５年７月１日から施行する。 

 ２．平成２６年３月３１日までの間、この規則に基づき支給される報酬のうち次

に掲げる報酬の支給に当たっては、次の各号に掲げる報酬の額から、当該各号

に定める額に相当する額を減ずる。 

  一 本俸月額 当該役員の本俸月額に９．７７％を乗じて得た額 

  二 賞与 当該役員が受けるべき賞与の額に９．７７％を乗じて得た額 

  三 業績給 当該役員が受けるべき業績給の額に９．７７％を乗じて得た額 

 

  附 則 

 この規則は、平成２６年１２月１日から施行する。 

 

  附 則 

 この規則は、平成２７年１２月２１日から施行する。 

 

 



 

 
 

  附 則 

 この規則は、平成２８年２月５日から施行する。 

 

  附 則 

 この規則は、平成２８年１２月６日から施行する。 


